
①

②

③

①

②

③

④

⑤

H２６ H２７
66.0

社会情勢変化、国・県の動向、市民・議会意見等 施策の成果向上に向けての役割分担

・県は、「新とちぎ元気プラン」において、とちぎの将来像の実現に向けて、新た
な時代の「公」を実現するために、「協働によるとちぎづくり」を進めている。
・平成10年12月に施行された特定非営利活動促進法は、平成23年6月に、NPO
法人の活動の健全な発展をより一層促進するため、大幅な法改正（平成24年4
月1日施行）が行われた。

市民、地域・事業所 行政

【市民】
・まちづくりの主体としての自覚をもつ。
・市民活動に関し理解を深め、積極的に市民活動や国際交
流事業に参加する。
【地域・事業所】
・市民活動に関する理解を深め、地域社会の構成員として社
会貢献活動を行い、市民活動を推進する。

・佐野市市民活動推進計画に基づき、協働のまちづくりを
推進する。
・市民活動に関する情報の収集や提供を行うとともに、市
民や市民活動団体の活動を支援する。
・市民活動拠点施設の事業を充実し、市民活動を推進す
るための環境を整備する。
・国際交流に関する情報の提供や国際感覚を高める機
会の提供に努めるとともに、国際交流団体の育成と連携
を図る。
・市内に暮らす外国人の方が、利用しやすい窓口を整備
する。

290

24.5

単位

88.0

10.5 7.3

87.5

区分単位

①それぞれの地域
自治組織が活発に
活動している。

３．施策及び基本事業の目標達成度評価

10

施策主管課長

H26

5

H29

15.5

H26 意図

88.0

8

実績

250

58.0

150

350335

137 131

10.5

H27

人

成果指標の
取得方法

全課照会結果

市政に関するアンケート調査

市政に関するアンケート調査

２．基本事業の目的と成果把握

目標

414

全課照会結果

H28

263

11.5

335

9

156152

①

②

154

340

H２８
68.0

345

345

54.9

69.0

12.011.0

政　策　名
施　策　名

①

１．施策の目的と成果把握

①

実績

H27

H２６

④

目標

②
市民活動に携わっている団体数

実績

目標

③

対象指標

市民活動団体数

この施策によって、「対象」をどういう状態にするのか

①市民、市民活動団体、事業者、行政が目的意
識を共有し、適切な役割分担のもと連携していく
ことにより、協働のまちづくりを推進する。
②国際的な感覚を養う機会を提供する。
③市内で日本人と外国人が相互に理解し合って
暮らせるようにする。

施策の目
的

「対　象」

％

121,522

345

市内在住の外国人と交流している市
民の割合

310

H28

市人口

実績

団体

人

成果指標（意図の達成度を表す指標）

23.0

16.0
％

23.5

270

単位

％
目標

市民と協働して進めている事業数

実績

基本事業名

協働の理
解促進と
市民力・地
域力の向
上

目標

実績

②

③

区分意図
①協働の基本的な
考え方を理解して
もらう。
②市民と行政が協
働することにより市
民力・地域力の向
上に繫がる。

研修会の参加者
数

①市民
②市民活
動団体
③事業者

主体的に活動して
いる市民の割合

目標

実績

成果指標

目標

実績

市民と協働して進
めている事業数

政策体系 1

88.0

区分

中村　正江

対象 成果指標基本事業名H29

政策調整課、秘書課、広報広聴推進室、行政経営課、交通生活課、市民課（各支所）、農政課、農山村振興課、都市整備課、生涯学習課、公民館管理課

対象

市民と協働した地域づくりの推進

市民みんなでつくる夢のあるまちづくり
人権を尊重した市民参加によるまちづくり

5

施策関係課

基本目標名

1

この施策は、誰、何を対象としているか
①市民
②市民活動団体（地縁型団体、目的型団体）
③事業者

施策の目
的

「意　図」

団体

市民活動に参加している、もしくは参
加したことがある市民の割合

事業

28

市民活動促進課長

日30作成日 平成

単位 H２８

月

成果指標
設定の考え方

6年

①②③市民活動に関心を持ち、自主的な活動
への参加者や団体の推移を把握し、市民と行
政が協働で事業を展開している数を把握するこ
とにより、市民の意識や職員の実態を把握する
ことができ、今後の啓発や事業を行ううえで向
上が期待できるため指標として採用した。
④日本人と外国人の相互理解については交流
している市民を成果指標とした。

H２９

335

122,582
H２７

67.0

平成２８年度　施策・基本事業マネジメントシート　（平成２７年度実績に基づく評価） 

17,582

市民活動
団体への
支援と連
携強化

実績
③

実績

市民活動センター
利用者数

340 345

16,274

目標

①市民
②市民活
動団体（目
的型団体）
③事業者

①
市民活動に携
わっている団体数

目標 3,300

目標

目標

実績

152

360

335

137

335

事業

団体
目標

目標
人

3,100

867

154

1,500

150

16,700

365

301

131

345

355相互理解
の環境づく
りの推進

地域自治
組織の確
立

町会加入世帯割
合

24.0 88.0

16,90016,800 17,000 3,200 3,400

地域自治
組織の確
立

・情報紙や市広報紙により市民活動の
情報提供や活動事例の紹介を行う。
・市民及び職員に対する講演会や講
座、研修会を開催し、市民活動・市民協
働の意識を高める。
・地域で取り組む協働を推進するため、
公共施設等の維持管理や清掃美化を行
うアドプト制度の次年度導入に向け、制
度設計を行う。
・非核平和の理念を浸透させるため、保
育園児を対象としたお話し会を引き続き
開催するとともに、小学校6年生を対象
とした出前講座を開催する。

取組方針

成果
指標

全て達成

一部未達成

基本事業の取組方針・成果指標達成状況平成２７年度基本事業の取組方針

全て未達成取組方針

基本事業名

一部未達成

施
策

施
策
の
基
本
情
報

基
本
事
業

基本事業名 平成２７年度基本事業の取組方針

市民活動
団体への
支援と連
携強化

協働の理
解促進と
市民力・地
域力の向
上

全て未達成

一部未達成

４．施策の基本情報

取組
方針

全て達成 ・市民活動参画支援事業、シニアボランティア養成講座、NPO法人認証事務を実施し、市民活動
団体への支援や市民協働の理解促進を図ったものの主体的に活動している市民の割合は減っ
てしまった。
・公共施設等の維持管理や美化活動が一部アドプトで取り組まれているものの、多くは町会への
委託により取り組まれているため、アドプト制度の設計は改めて行わなかった。
・市民活動モデル町会支援事業、地域担当職員制度を実施した。また、自治会活動の支援の方
法を検討しモデル町会の支援枠を増やすこととした。
・国際交流協会会員増加に取り組み会員を増加することができたが目標値に至らなかった。
・外国人相談窓口の運営方法を検討し利用しやすい方法に変えた。
・海外の姉妹都市、友好交流都市との民間レベルでの交流のあり方を検討するまでには至らな
かった。

全て未達成 成果指標

・地域担当職員制度を実施し、地域担当職員が地域の会
議等に出席し、自治会活動の充実を図った。また、自治
会活動の支援方法を庁内検討委員会で検討しモデル町
会の支援枠を増やした。
・市民活動モデル町会支援事業により、４町会に対し交
付金を交付し、その活動を情報紙シャイニングアイで紹
介した。

・市内在住の外国人との交流を促
進するため、民間交流団体である
佐野市国際交流協会の基盤強化
のため、会員増加に向けた取組を
連携して行う。
・海外の姉妹都市、友好交流都市
との民間レベルを中心とした交流の
あり方の検討を行う。
・外国人相談窓口の周知を図るた
め、相談を行っている外国語（ポル
トガル語、スペイン語、中国語、英
語）のチラシを作成し、市民課等で
配布する。

・市民活動参画支援事業により市民活動団体２団体に対し
交付金を交付し、その活動を情報紙シャイニングアイで紹介
した。
・市民活動センター自主事業の実施回数２２回、参加者数
１，３８５人ともに前年度を上回った。

・情報紙シャイニングアイを２回発行し活動事例を紹介し、
広報さのにより市民活動センターの紹介を行った。
・市民及び職員に対する講演会や講座、研修会を開催し
た。
・公共施設の維持管理や美化活動が一部アドプトで取り組
まれているものの、多くは町会への委託で取り組まれている
ため、アドプト制度の設計は改めて行わなかった。
・保育園児を対象としたお話し会は例年通り開催したが、小
学校6年生への出前講座については、実施方法を検討した
結果、学校教育で取り組んでいることから開催しなかった。

取組方針 一部未達成 全て未達成

全て未達成

成果指標 全て達成

・イベント開催時に国際交流協会のPRを行った。昨年度より
会員数が増加したものの目標値には至らなかった。
・民間レベルでの交流のあり方を検討するまでには至らな
かった。
・外国人相談窓口の周知を図るため窓口の運営方法につい
て検討した。その際使用する外国語チラシの作成には至らな
かった。

全て未達成

全て未達成

全て未達成

・自治会活動の充実のため、庁
内及び町会長連合会で部会を
開催し、人的支援を行うととも
に、財政的支援を協議検討す
る。
・地域の課題に取り組む町会を
モデル町会と指定し、交付金や
広報等で支援を行う。

取組方針

全て達成

・町会長連合会と連携するとともに地域担当職員を活用
して地域活動の活性化を推進する。
・海外の姉妹都市、友好交流都市との交流のあり方の検
討を引き続き行う。
・市民協働推進員が、各課における協働事業の可能性を
検討し、協働事業の推進を図る。

５．施策全体の総括・今後の課題・今後の方向性

施策の成果実績と施策の基本情報及び施策コストに関する全体総括 今後の課題 今後の方向性

・市民活動参画支援事業、シニアボランティア養成講座、NPO法人認証事務の実施により
市民活動団体を支援した。また、講演会や講座、研修会を開催し、市民協働の理解促進
を図ったものの、主体的に活動している市民の割合は平成26年度に比べ0.5ポイント減少
している。
・公共施設の維持管理や美化活動が、一部アドプトで取り組まれているものの、多くは町
会への委託で取り組まれているため、アドプト制度の設計は改めて行わなかった。
・市民活動モデル町会支援事業、地域担当職員制度を実施し自治会活動を支援した。ま
た、自治会活動の支援方法を検討し、モデル町会の次年度支援枠を増やすこととした。
・国際交流協会会員増加に取り組み会員を増加することができたが目標値に至らなかっ
た。
・海外の姉妹都市、友好交流都市と民間レベルでの交流のあり方を検討するまでには至
らなかった。
・外国人相談窓口の運営方法を検討した結果、平成28年度から新たな方法で窓口を運営
することとした。
・施策全体のコストは、127,064,340円で、平成26年度に比べ3,300万円の減となった。主な
要因は水と緑と万葉のまちづくり基金積立金の減額と高萩コミュニティセンター施設整備
支援事業の終了による。

<平成29年度以降にも引き継がれる課題>
・地域活動活性化の支援
・海外の姉妹都市等との交流事業の推進

<平成29年度重点課題>
・市民協働推進員を活用した市民協働の推進

成果指標 全て達成

・目的型市民活動団体の育成・
充実を図るため、市民活動参画
支援事業により活動を実践する
団体を支援する。
・市民活動の拠点施設である市
民活動センター事業の充実を図
る。

全て達成

全て達成

一部未達成全て達成

一部未達成成果指標

人

相互理解
の環境づく
りの推進一部未達成

350

全て未達成

基本事業の取組方針・成果指標達成状況

平成２７年度施策の取組方針 施策の取組方針・成果指標達成状況

①市民活動団体が
活発に活動してい
る。
②市民活動団体と
協働できている。

②

・市民活動団体への支援と連携強化を図るとともに、市民協働及び市民協働の理解促進
を図る。
・公共施設等の維持管理や清掃美化のためのアドプト制度の設計を行う。
・自治会活動への支援の方法を検討し、地域自治組織の確立を推進する。
・佐野市国際交流協会と連携し、会員増加に向けた取組を行う。
・外国人相談窓口の周知を図るとともに、相談窓口のあり方の検討を行う。
・海外の姉妹都市、友好交流都市との交流のあり方の検討を行う。

①市民
②市内在
住の外国
人 ②

①市内で日本人と
外国人が相互に理
解し合って暮らせ
る。

①
国際交流協会会
員数

交流事業参加者
数

③
実績

一部未達成

全て未達成

全て達成 一部未達成 全て達成 一部未達成

156

5

③

①市民
②市民活
動団体（地
縁型団体） 市民活動モデル

町会応募町会数
7

％
目標

87.8

実績

293

実績

実績
人

目標

実績

350

目標
町会


